
年明け以降、感染拡大により経済・社会に未曽有の混乱をもたらしてい
る『新型コロナウイルス感染症（以下、新型肺炎）』は、県内においても、
県民生活、雇用や労働等に極めて深刻な影響を及ぼしている。また、政府
による休校・休業要請をはじめ、「緊急事態宣言」発令や事業規模117兆円
の「緊急経済対策」等は、規模感・スピード感、支援策の分かり易さが不
充分であることや、中小企業や本来生活支援が必要な人々に支援が届いて
いない実態が指摘されている。 

混乱と混迷が続く正念場である今、“かつて経験したことのない難局”
を乗り越えるため、連合山形は４月に実施した雇用への影響と安全衛生対
策の状況把握結果を踏まえ、５
月12日から18日に山形県をはじ
めとする８組織・13議員を訪ね、
「新型コロナウイルス感染症に
よる労働者の雇用確保等に関す
る要請書」を提出した。（Ｐ３、
資料１参照）
・・・・・・・・・・・・・・
要請事項は、（1）企業への資
金繰り支援や雇用調整助成金な
どの各種支援策を積極的に活用し、事業継続とすべての労働者の雇用確保
を最優先にした対応、（2）休業や企業活動を自粛し勤務することができな
い場合の賃金は、日常生活の維持が困難にならないようできる限りの対応、
（3）就業中の全ての労働者の健康保持に注力し、マスクや消毒液の調達
と使用の徹底、また妊娠中の女性労働者が休暇取得できる環境の提供と在
宅勤務の促進、（4）需要が増加し過重労働になっている業種に対する労働
時間短縮や人員確保の徹底、（5）感染者、濃厚接触者、医療従事者と家族
への偏見や誹謗中傷、風評被害に対する人権啓発、（6）感染防止策や企業・
労働者等への支援策の理解促進をはかるための積極的な情報発信―６点を
盛り込んだ。
当日は、要請内容と４月に調査した雇用と安全衛生の現状をそれぞれ説
明。
これに対し、要請先は「要請趣旨に対する認識は一致する。緊急事態宣
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混乱と混迷が続く正念場
企業の事業継続と雇用確保を求める



言によって企業活動が縮小し、地域経済の影響も深刻化しており、再生は長いスパンで考えていく必要が
ある。引き続き、事業の存続と雇用を最優先に取り組みたい」と応じ、人権擁護に対しては「感染者や濃
厚接触者等への偏見、誹謗中傷は決して許されることではない。人権に配慮していく」ことを確認。また、
山形県経営者協会とは、この難局を労使で乗り越えていくため、地域社会に対し「『新型コロナウイルス
克服』に向けた労使メッセージ」を発信していくことを確認した。（Ｐ３、資料２参照）
一方、山形県へは、３月６日の要請書提出に引き続く４月24日の要請では、政府の緊急経済対策による
「地方創生臨時交付金」の活用にあたり、中小企業支援と雇用対策に重点的に予算措置を行なうよう求め
た。また、５月15日には、企業の事業継続と労働者の雇用維持のための追加支援、在宅勤務等を推進する
ためのＩＣＴ環境の整備、医療従事者の安全確保、等を講じるよう要請した。
この要請に対し県は「要請内容を受け止める。今後、経済再生と感染予防に全力を挙げていく」と考え
を示した。

連合山形ニュース
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山形県経営者協会へ要請書手交

山形県商工会議所連合会へ要請書手交

副知事へ要請書手交 山形経済同友会へ要請書手交

山形県商工会連合会へ要請書手交

山形労働局へ要請書手交

山形県中小企業団体中央会へ要請書手交

要請日と提出先 
５月１２日（火）　山形県経営者協会
　　１３日（水）　山形県中小企業団体中央会、
　　　　　　　 山形県商工会議所連合会、
　　　　　　　 山形労働局、山形地方法務局
　　１４日（木）　山形経済同友会、山形県商工会連合会
　　１５日（金）　山形県
　　１８日（月）　連合山形推薦の参議院議員と山形県議会議員



要請項目・内容と要請先
� ●：４月２４日要請済　　○：今回要請

要　請 国 県 連合
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連合山形
構成組織
地域協議会

企業支援

事業継続要請
融資、持続化給付金、雇用調整助成金
の活用

○ ● ○ ○

資金繰り支援
雇用調整助成金の拡充 ○ ○ ●　○追加 ○

ＩＣＴ導入支援 ○ ○ ○
国税・地方税の納税猶予延長、固定資
産税の軽減措置延長 ○ ○ ○

雇用対策
雇用維持 ○ ○ ● ○ ○
休業手当の拡充 ○ ○ ● ○ ○
パート等休業者の傷病手当支給 ○ ● ○ ○地協

安全健康

労働行政運営への反映 ○ ○ ○
安全配慮義務の遵守 ○ ○ ●　○医療追加 ○ ○ ○地協
妊婦の安心確保 ○ ○ ● ○ ○
長時間労働の是正 ○ ○ ●　○医療追加 ○ ○

生活困窮 資金支援 ○ ○
人権擁護 啓発 ○ ○ ○ ○ ○ ○地協

情報発信 県民、企業等への周知 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
連合山形・構成

「新型コロナウイルス克服」に向けた労使メッセージ
　新型コロナウイルスの感染拡大による緊急事態宣言は、特定警戒都道府県以外の県で前倒し解除の方向が打ち出されるな
ど、新たなフェーズに入った。山形県では新たな感染者が限定的になり、今月１１日から一部を除いて営業自粛が解除された。
しかし、県民生活や企業活動は深刻な影響を受け、今後が見通せないでいる。
　こうした状況を踏まえ、（一社）山形県経営者協会と日本労働組合総連合会山形県連合会（連合山形）は、気を緩めず感染防
止策を徹底して早期に経済活動を再開、雇用の維持・確保と事業継続のために労使が協力して取り組む必要があるとの認識で
一致し、地域社会に以下のメッセージを発信した。

【山形県経営者協会】
１�．働く人の安全を図ることが最優先課題。感染防止に全力を挙げ、仕事における「３密（密閉・密集・密接）」の回避に努め
る。また、在宅勤務やテレワークなど新しい働き方を模索していく。
２�．営業の自粛要請、外出・移動の制約などで地域の経済活動は停滞・停止を余儀なくされた。要請が解除されたとしてもす
ぐには元に戻れず、倒産・廃業の瀬戸際にある中小零細企業も少なくない。
３�．経済界・企業経営者は事業継続と雇用の維持・確保に全力で取り組む。県民生活を守る意味でも、経済活動を早期に再開
できるよう労働団体と引き続き対話を重ねていきたい。
４�．自粛要請に応じた企業、生活者のダメージは大きい。休業というブレーキを踏んだら補償というアクセルがない限り前に
進めない。国民、県民の痛みを理解した上で、スピード感を持って、考え得る限りの支援策を実行するよう国や県などに求
める。
５�．ウイルス感染の第２波、第３波も懸念されている。その際は二の矢、三の矢の支援策が不可欠。出口戦略とともに県民生
活と地域経済の再生に向けたビジョンを具体的に示していただきたい。
【連合山形】
１�．新型コロナウイルスに対する対応は、感染を早期に終息させることが最優先であり、日常の生活を取り戻すためには、何
よりも一人ひとりの努力と行動の積み重ねが不可欠である。
２�．中小企業においては、多くの業種業態で経営状況が急激に悪化し、労働者の雇用への深刻な影響が懸念されることから、
政府をはじめ行政に対し中小企業の事業継続と雇用の維持に必要な支援要請等、労働組合としての役割を発揮していく。
３�．休業や営業自粛などで勤務することができない障がい者や外国人労働者を含むすべての労働者の日常生活の維持は重要で
あり、できる限りの対応をしていただきたい。
４�．事業活動は、労働者の安全労働と健康が基本である。企業の社会的責任として特に安全衛生対策に最大限配慮し、労働者
が健康で安全な職場で働き続けられるようにしていただきたい。
５�．事態の終息に向けては、相当程度の時間を要する見込みであり、感染防止対策や深刻な影響を受けている地域経済の再生
ならびに県民生活の再建を労使の共通課題として対話を行っていきたい。
� 以上

２０２０年５月１２日
（一社）山形県経営者協会
　　　会長　寒河江　浩　二
日本労働組合総連合会
山形県連合会（連合山形）
　　　会長　小　口　裕　之

資料１

資料２
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新型コロナウイルスによる雇用への影響や感染
予防対策について、事業場の実態を把握したとこ
ろ、雇用への影響が多くの労働組合で生じてお
り、感染予防対策も約４割で不十分であることが
明らかになった。
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
連合山形は、４月16日から28日に組合員数300

人未満の労組等を対象に個別記入方式による調査を行い、92労組から回答を得た。
これによると、雇用関係は事業縮小や業務量減少など影響を受けているのは47労組にのぼり、既に休業
や自宅待機を余儀なくされている。また企業経営は厳しさが増し、雇用維持には企業への持続化給付金の
追加支給、雇用調整助成金等の公的支援の活用と制度の拡充が必要である。
休業にあたり労使で事前協議を行ない、休業補償を実施しているのが19労組。感染予防のための在宅勤務
（テレワーク等）29労組、事業縮小や業務量の減少および在宅勤務ができない場合の自宅待機21労組だった。
安全衛生関係は、咳エチケットと手洗いの実施89労組、感染部位の拭き取り・消毒76労組、出勤前の体
温確認77労組、出勤時の体調の確認報告88労組。多くの労働組合で基本的対策が実施されている。
一方で３密（密閉・密集・密接）回避のための換気55労組、飛沫感染防止のための集合型会議・ミーティ
ングの縮小67労組、対人距離の確保等65労組、接触低減71労組にとどまり、感染予防対策が不十分である。
さらに要望意見は48項目57件が出され、区分すると「企業経営への支援」では、休業による補償や支

援、解雇を回避するための助成、消費税等の減免などを求める要望18件。「雇用・休業補償」では、企業
への不当解雇の防止や休業手当の引き上げ、補償の早期対応を求める要望18件。「感染予防」では、マス
ク・消毒液の確保と配布、県内への入出制限などを求める要望８件。「その他」働き方や助成金等の申請
方法等に対する意見13件だった。
連合山形は、この回答結果を基に、５月１２日から１８日までに行政、経済経営者団体等へ要請行動を行
なった。

事業環境の厳しさ増し、
雇用へ影響
感染予防対策が不十分
雇用への影響と安全衛生対策を把握　連合山形調査

新型コロナウイルス感染により深刻な影響を受けている県民生活や産業経済の回復に向けた「新型コロ
ナ克服・創造山形県民会議」の初会合が５月13日、県庁で開かれた。
会議には連合山形から小口会長をはじめ、県内産業・経済関係の代表者と県選出の国会議員等、25人が
出席。県民の力を結集し、感染対策と経済再生を進めていくことを確認した。
小口会長は、会議で労働者の立場から感染防止策や経済・雇用対策に対する提言を行った。

小口会長提言（要旨）
これまで「命を守る」取り組みとして、感染拡大阻止と医療体制確立・整備・充実を
最重点に対応してきましたが、第２段階はこの取り組みを継続しつつ、どのようにコロ
ナウィルスと向き合い、新たな日常を創造していくのかを考える時期と思います。具体
的には「雇用・企業を守る」取り組みを進めなければならないと思います。
現状では、特にパートタイマー、派遣労働者など非正規雇用で働く皆さん、労働組合
のない職場で働く皆さんがコロナウィルスによる影響のしわ寄せを受けています。何と

しても雇止めや解雇、労働条件改悪の一方的通告など拡大を止めなければなりません。そして、ワクチ
ンや治療薬ができるまで長期化を想定し、国へ財源を要求しながら各自治体と連携したスピード感ある
資金支援が急務です。
連合山形は組合員の声を大事にし、引き続き要請行動に取り組んでまいります。
山形県新型コロナ対策応援金の募集がスタートしました。趣旨に賛成します。今後、組織内で協議し、
取り組んでまいりたいと思います。応援金支給もスピード感が求められます。具体的スケジュールなど、
早期に、提案いただけるよう要望します。
連合山形は県民の皆さんと共に、取り組んでまいります。

山形県「新型コロナ克服・創造山形県民会議」を創設
県民の力を結集し、感染対策と経済再生を進める
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